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〃・at242-43．
".at244.
".at244-45.また地裁は、黒人の割合が40パーセントから100パーセントの投票
区は第12選挙区に含めたのに、民主党支持者の割合が54パーセント、76パーセン
トを占めるが黒人の割合は35パー セント未満の投票区は排除した、とも言う(必jd)｡
31
者でも共和党に投票することがある。民主党優位の選挙区を作成しようとす
る立法者は、民主党に関する投票行動に関心を持つ。従って、立法者は、人
種に関係なく、信頼できる民主党優位の投票区を含めることによって、結果
的に黒人の多い投票区を含む選挙区を作ることが許される。その場合の理由
は人種的ではなく、政治的なものである副‘。
(b)-2Weber博士の証言に基づく地裁の5つの事実認定について
Weber博士は、民主党優位の選挙区を作るのであれば、信頼できる民主党
支持者の割合は60パーセントで十分であるのに、立法者はそれ以上の民主
党支持者を集めた、と言う。しかし、実際の第12選挙区の信頼できる民主
党支持者の割合は63パーセントである。また現職候補者は、60パーセント
ではなく、できる限り自らに有利な選挙区を作るよう立法者に要求しただろ
う。投票行動に関しては、数値は、本来的に不確定なものであるから、この
ような僅かな差で証拠上の重みがあるとは言えない3l7o
Weber博士は、第12選挙区に含まれる6つの郡のすべての投票区につい
ての表318を用いて、もし立法者が政治的考盧をしていたならば、第12選挙
区に信頼できる民主党支持者が多い投票区を含めようと努力し、結果として
黒人の割合は減ったのではないだろうか、と問う。しかし、第12選挙区に
含まれた黒人投票区と、信頼できる民主党支持者の割合が同程度の場合は、
そのような白人投票区は1つも排除されていない。立法者は、明白に政治的
な理由で、信頼できる民主党支持者のいる投票区を含めようとしたのだ319。
316
317
318
319
〃
近。at245．
皿．at246-47．
その表によれば、民主党支持者が40パーセント以上いる投票区が第12選挙区にお
いて占める割合は、郡によって異なるが、39パーセントから56パーセントである。
しかし黒人有権者が40パーセント以上いる投票区は、ほとんど全部が第12選挙区に
含まれているのである。博士は黒人投票区のほとんど全部が含まれた事実から人種的
動機を推察する(at247)。
".at247.
合衆国における90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟の展開（二．完）
(b)-3現職保護か人種的動機か
Weber博士の表では、民主党支持においては信頼できる白人の投票区が、
人種的な理由で排除されたのか、それとも特定の立法者への割り当てのため
に排除されたのかは分からない。しかし博士は、現職2人のうち，人が落選
するという競争の激しい選挙戦が望ましい、と証言した320O立法者は、人種
的ではなく、政治的な理由で、その反対のことを信じ、また行った。つまり
現職候補者を保護する選挙区を作り上げたのだ。そして現職の保護は正当な
政治的目的である。これらの理由により、博士の表は立法者の真の動機の解
|ﾘlにはならない321。
(b)-4代替案作成の可能性
Weber博士は、マイノリテイ多数選挙区を作成しなくても、民主党が優位
になる選挙区を作成する方法があった、とも言う。我々は、そのような方法
が、いくつかはあるかもしれないと思うが、それだけでは立法者の動機が不
適切であると証明するには不十分である。結局のところ、憲法は、マイノリ
テイが多数となるような選挙区を作らないように、立法者に積極的義務を課
しているのではない。単に、政治的、あるいは伝統的な動機に反して、人種
を雌重要の基準として選挙区を作成してはいけない、という義務を課してい
32(）博士が提案した代替案は、2人の現職候補（第9選挙区の共和党候補者SueMyrick
と第12選挙区の民主党候補者MelWatt)を同じ選挙区に割り当てている(at247-48)。
321さらに博士の分析が不十分であることを示すため次のようにも述べる(at248)。「博
士は、Mecklenburg郡投票区（第77投票区）が分割され、一部が第9選挙区に、残り
が第12選挙区に入れられた事実を指摘し、立法者の動機が政治的なものであれば、
この投票区を分割する必要などなかった、と考えた。しかし、第9選挙区に、第77
投票区全体が含まれるようになれば、信頼できる民主党支持者が増加し、現職である
共和党議員は不利になる。それでもこの現職議員は投票区の分割を拒否したであろう
か。博士はこの点について検討していないことを自ら認めている。地図によれば、第
77投票区全体を第12選挙区に含めれば、第9選挙区を2つに分割する半島部分がで
きてしまう。立法者がそうしなかったのが人種的理由ではないことは明らかだ｡」
a3
るのである3220
(b)-5Peterson博士の証言について
地裁は、州の専門家証人であるPeterson博士の証言を、信頼できず、また
無関係であるとした。Peterson博士の証言は、黒人の民主党支持者はより信
頼できること、そして第12選挙区の境界線はより信頼できる民主党支持者
を含めるように引かれたことを証明しようとした。特にPeterson博士は、第
12選挙区の境界線に接する、選挙区の内側にある投票区と外側にある投票
区を比較した。これは選挙区の境界線が、政治的要素よりも人種的要素によ
り良く対応しているか決定するためである323｡PeterSOn博士は、記録中の利
用できる情報を用いて、民主党と共和党の投票行動を比較する図を作成し
た。この図の正確さについて誰も異義を唱えていないので、その図は信頼で
きると考えられる｡Peterson博士の証言も、図の内容と被上訴人自身が認め
ている事を確認している限り、信頼できる。その図は、一般的には、立法者
が忠実な民主党支持者がいる投票区を選挙区に含め、それ程忠実でない投票
区は選挙区からはずした、ということを示している324。
(b)-62つの直接的証拠
地裁は、RoyCooper上院議員の発言から、立法者の真の動機は人種バラ
ンスをとることであったと認定した。しかし実際には「（この案は)人種的、
党派的バランスという要求を満たしている」と述べたのでる。これは立法者
が人種を他の要素とともに考盧したことを示しているのであって、人種が最
重要の要素であったことを示すものではない32s。
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〃・at249．
〃．at251．
".at251-53.
".at253-54.実際の上院議員の発言は、「誰もがこの区割り案には問題があると思
うだろう。しかし私は全体としてはこの案が公正で、地理的、人種的、党派的バラン
スを備えていると思う。多少の譲歩が必要であると思うが、私はこれでうまくいくと
思う｡」というものだった。地裁は「人種のバランス」という言葉はノースキャロラ
合衆国における90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟の展開（二．完）
2つ目の直接証拠は、区割り作成責任者であるGenyCohenからのEメイ
ルである。このメイルはCooper上院議員とLesheWinner上院議員に送られ
た。そのメイルには、「Greensboroの黒人コミュニティを第12選挙区に入れ
たので、今度は約6万人を除かなければならない。この点についての指示を
待ちます」と書かれていた。そのメイルに人種についての言及があったのは
明らかだが、これは評価基準(thepointofreference)を議論していない。この
メイルではなぜこの黒人コミュニティが第12選挙区に入れられたのかは議
論されていない326。
(c)原告の証明責任と結論
我々は、記録は地裁の結論にわずかな支持を与えることは認める。その証
拠とは、CohenのEメイルとCooper上院議員の「人種のバランス」への言
及、それと程度は低いが、Weber博士の証言のいくつかの解釈である。しか
しながら証拠をあわせてみると、人種が最重要であったという証拠にはなら
ない。なぜなら本件において人種は政治行動と密接に関連しているからであ
る。本件での問題は、立法者は、他の伝統的な区割り原則とあわせた、政治
的行動ではなく、人種を理由にして本件区割りを作成したのかどうかであ
る。反対意見が言うような、立法者は黒人の投票行動についての固定観念
(stereotype)をもとにした区割りをすることができるのか、という問題ではな
い。そして、人種的考慮が支配的であったことの証明責任を、原告が負うと
いう事実、また、その証明責任が厳しいものであること、地裁が立法者の大
惟の範囲に踏み込まないようにするために特別の譽戒が必要であるという問
腫の微妙さを考えると、区割りを攻撃する当事者は、政治ではなく人種が、
雌も良くその結果を説明する、ということの証明に成功していない｡記録は、
我々に、地裁が反対の認定をしたという「明確で確固とした確信」を持たせ
イナ州から選ばれる12人の議員の内、10人を白人、2人を黒人にという意味であっ
た、と考えた(at253)。
326".at254.
妬
る。そして我々は被上訴人に、地裁での「投票区の交換」の議論327をするさ
らなる機会を与えても、この結果が変えられるとは思わない328。
327
328
妬
".at254-57.ここでは、かなり詳細に証拠調べを行っている。「被上訴人は、地図
を用いて､立法者が､民主党に有利な選挙区を作るという政治目的を損なうことなく、
同時に人種的な理由で投票区を交換したと主張する。第一に、第12選挙区内に、For‐
syth郡の民主党支持で白人が多い複数の投票区を含めることができたのに立法者は意
図的にそれらを含めなかったとする。しかしながら問題となるどの投票区も、選挙区
の境界線上にあり、第12選挙区に含まれた投票区より、民主党支持において信頼で
きなかった。それらの内の1つである、Brown/DouglasRecreation投票区は、黒人が
非常に多い。そして残りの投票区は、第5選挙区選出のRichardBurrの地元投票区と
第12選挙区との間の緩衝帯(buffer)となっている。それらを第5選挙区から取り除け
ば、Burrの地元地域の大部分が失われ、選挙区内での彼の勢力を弱める結果となる。
結果として、Forsyth郡の投票区は被上訴人の「政治ではなく人種」という理論を大
して補強していない。第二に、立法者は第12選挙区のDavidson郡の投票区(Thomas-
villelとLexington3)を第6選挙区のGuilfbrd郡の投票区(GreensborOl7)と人種的な理由
で交換したかもしれないと言う。しかし、そのような交換を行えば選挙区の人口は減
少するし、形もよりいびつなものとなる。立法者は伝統的区割り原則に従い、そのよ
うな交換をしなかった。第三に、被上訴人は、Mecklenbulg郡において、第12選挙区
に含まれる2つの投票区(Charlotte81とLCI-South)と第9選挙区の投票区(CharlottelO
と同21)は交換されるべきだと提案する。この提案は評価が難しいが、そのような交
換によってその選挙区は(黒人が約300人程減るので)わずかながら白人が多くなり、
選挙区の形にもより問題が起きる。またCharlotte81のすぐ南にある投票区を第9選
挙区に突出させたままになる。我々は、この主張が被上訴人の訴えを強めるとは思わ
ない。第四に、被上訴人は、第12選挙区に含まれなかった信頼できる民主党支持者
の多いGreensboro投票区(11と14)を、第12選挙区に含まれた、4つの信頼できる共
和党支持者の多い投票区(1、13，15と19)と交換することができた、と主張する。し
かしながら、それら6つの投票区の黒人の割合は35パーセント以下なので、交換し
たとしても人種バランスは改善されないだろう。それどころか第12選挙区の形をさ
らに悪化させることになるだろう。いずれにしても、2つのGreensboroの投票区を排
除したという決定は、立法者が境界線をGuilfOrd郡の大通りにそって引こうとしたこ
とを反映しているようだ。これらの投票区に関する我々の判断が例え間違っているに
しても、立法者が、約50万の人口の内の数百の人間を含む、合計154の投票区の内
の少数を交換したかもしれない、という証明では、被上訴人の主張を大して強めるこ
とはできない｡」
ld.at257.
合衆国における90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟の展開（二。完）
我々は問題をより一般的に次のようにいうこともできる。すなわち本件の
ように､マイノリテイ多数選挙区､あるいはそれに類するものが問題となり、
人種的特徴が政治的支持と高度に関連しているような場合、原告は、立法者
が伝統的区割り原則に従った代替案においても、その正当な政治的目的を達
成し得たということを証明しなければならない。そして原告は、その代替案
がよりよい人種的バランスを達成したであろう、ということも証明しなけれ
ばならない。被上訴人はここで、そのような証明をしなかった。地裁の結論
は明白に誤りであると結論する329。
[Thomas判事による反対意見(Rehnquist首席判事、Scaha、Kennedy各判事
|'1意)〕
地裁での争点は、区割りにおいて人種の考慮が支配的であったのかどうか
であり、本法廷における争点は、地裁による、人種の考慮が支配的だったと
いう認定が明白な誤りなのかどうかである。地裁の認定は、事実に関するも
のであるから、それが明白な誤りでない限り、我々はその認定を覆すべきで
はない。2つの解釈があり得るとして、事実認定者がどちらか一方を採用し
たとしても、それは明白な誤りではない。我々が地裁の認定を覆してよいの
は､間違いが起きた、という明確で確固とした確信がある場合のみである330．
肢高裁が広範な審査を行ったのは、次の点で誤りである。第一に、最高裁
は、広範な審査の理由として、中間上訴裁判所がないことを挙げるが、過去
の|'1種の判決において、そのようなことは一度も言及されたことがなかっ
た｡また、事実認定者の結論を最初に審理する裁判所（通常は中間上訴裁判
jﾘi)は、「明白な誤りの基準」よりも厳しい審理を行うべきであるとも述べ
るが､そのような立場は、法によって支持きれない33'。
329
3(）
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at259-60
37
第二に、最高裁は、本件での事実審理が長くなかった、という理由で明白
な誤りの基準での審理を軽視している。事実認定の審理の仕方を決定するに
当たって、事実審理の長さを考慮することがあるとしても、そのことは、本
件において地裁への謙譲に反対することにはならない。事実審理はほんの数
時間だったわけではないし、多くの証人が呼ばれ、地裁は多くの書面に目を
通した。加えて、裁判官のうちの1人は、92年から繰り返しこの第12選挙
区の事件を扱ってきた。その間には多くの知識が蓄積されたに違いない"2．
第三に、地裁における主要な証拠が専門家証人による証言で、伝統的には
信用性の決定が不要であることを理由に、最高裁は、地裁への謙譲を軽視し
た3蕊。謙譲の態度をとる場合はあらゆる事実に関する決定に対してであっ
て、それは、信用性についての決定を下す地裁判事の専門性のゆえである。
事実認定者に対して謙讓の態度をとるのは、本則であって例外ではない。本
件において、この本則から離れる理由は見あたらない3340
最後に、最高裁が、明白な誤りの審査の意義を空洞化させたことを最も良
く示す証拠は、最高裁が記録を細部にわたって検討を行っていることであ
る。最高裁の証拠評価能力については疑っていないが、明白な誤りの基準よ
りも厳しい広範な審査をすることの智見や効率、正確さが増すのかどうか、
そしてその正当性については疑問がある。私は単に明白な誤りの基準で審査
すべきであったと思う33う。
332".at260-61.
333".at261-62.具体的には、「事実問題として、地裁が、立法府の再区割りのリー ダー
の信用性を明示的に評価していることを最高裁は見逃している。また地裁が行った
CohenのEメイルの解釈も、Cohenの証人としての評価が影響しているだろう。法的
な問題についても、書証と専門家証人に基づく事実認定の場合は広範な審理が妥当す
る、とは一度も判示してこなかった。むしろ先例においては、地裁に対して謙譲の態
度をとるのは、地裁の方が信用性の決定において有利な立場にあるという理由に限定
されない、と述べてきた｡」と述べる(ibid)。
334".at262.
335")id.
詔
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明白な誤りの有無を審査してみると、私には、地裁の見解が許されないも
のであるとは言えない。第一に、地裁は客観的基準に依拠して、本件選挙区
が伝統的な区割りの原則から逸脱したものであるとしている336．第二に、地
裁はWeber博士の証言に依拠した。博士は統計的データを解釈して区割り
が人種的な理由で作成されたと結論づけており、政党支持の登録だけからこ
の結論を出したのではなく、実際の行動も考盧している337．第三に、地裁は
Weber博士の、区割りの決定は政治的動機では説明できないという証言を信
!')した。確かに私も法廷意見と同じく、第12選挙区が他の選挙区よりも際
ifって民主党にとって安全な選挙区だったとは思わない。その選挙区は最適
li''iをわずかに3パーセント超過しているにすぎない。わずか3パーセントで
も超過した方が安全で好ましいということもできるが、地裁が3パーセント
紐過したという事実から推測した事（すなわち黒人有権者を集めたために3
パーセントの超過が生じたという推測）が許されないは言えない。第四に、
地裁は州の証人、Peterson博士の証言を信用しなかった｡Weber博士は、Pe-
Icrson博士が選挙区の中心部を無視した事を批判した。私もWeber博士が選
挙区の中心部にこだわったことがそれ程重要ではないと結論するかもしれな
い。しかしながら、中心部を無視しえたとしても、Peterson博士は選挙区の
企ての部分を調査したわけではないから分析は不十分だ、とWeber博士が
,ill言したことは、地裁の結論を支持しうるように思える。
最後に、地裁は次の証拠が人種の重要性を示すものであるとした。それら
は区割り案起草者のEメイルと、人種によって選挙区を作成することがで
きるコンピュー ター の能力、またCooper上院議員の証言である。多数意見
は、このメイルでは「なぜ」黒人が対象とされたのかが分からないとしてこ
－
336実際この選挙区は、依然としてノースキャロライナ州において最もいびつな形をし
た選挙区であることが指摘されている。Cromartiev.Hunt,133ESupp.2dat414-15.
337Easleyv.Cromartie,532U｡S｡at262-64.ここでは奇妙な形という証拠が、政治的動機
の証明にも人種的動機の証明にも利用可能であることが指摘される。
期
のメイルの重要性を軽視している。しかし地裁が決定するのは、人種が最重
要の基準になったのは「なぜか」ではなく、基準に「なったのかどうか」で
ある。動機が悪意によるのか慈恵的かに関係なく、人種的ゲリマンダリング
は憲法違反になるからである。黒人は信頼できる民主党支持者であるという
固定観念に基づいて選挙区を作成したのかもしれない、というのは抗弁には
ならない。Eメイルが動機の解明に役立つかどうかに関係なく、地裁がこの
メイルに依拠したのは許きれると考える338。
もし私が地裁の判事なら、多数意見のように証拠全体からは人種が最重要
であったとは言えない、と結論するかもしれない。しかし私は事実認定者で
はないし、我々がすべきことは地裁の認定が明白な誤りであったかどうかで
ある。記録から疑いの余地なくとまではいかないが、地裁の認定は許容され
ると考える3390
本件の評価
本件を評したある論者は、Shaw型判決で用いられるテストには2つのも
のがあるとする。すなわち、区割りにおいて人種が最重要の基準となってい
るかどうかを問うMillerテストと、選挙区の形が人種以外では説明できない
かどうかを問うShawⅡテストである。そして本件はこれらのテストにくわ
えて、人種と投票行動に相関関係がある場合は、①立法者は、投票行動では
なく人種を理由に選挙区を作成した、②立法者には、区割りにあたって、人
種以外の代替的手段が利用可能であった、③その代替的手段によってより良
い人種バランスを達成できた、という3つの証明を原告に課すCromartieテ
ストをうち立てたという。もともとマイノリティ多数選挙区は、ある人種が
同じ人種の候補者にしか投票しないという状況でマイノリテイの代表を増加
338".at265-67
339".at267.
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させるために作成された。そしてShaw型判決においては、いつも、現職保
護のための区割りなのかどうかが重要な問題とされてきた。特に本件のよう
にマイノリテイ有権者の割合が50パーセント以下の場合、Millerテストを
満たすのは困難であり3"、選挙区の形がいびつである場合にはShawⅡテス
トを満たす可能性が残されるに過ぎない3410従って、Cromartieテストは、
今後の人種的ゲリマンダリングの違憲性を主張する訴え全てに適用されると
兇て良い342．
このCromartieテストであるが、これは原告にとっては非常に達成困難な
1慶件である343．同時に区割りを行う州にとっては、区割りが政治的理由でも
祝明が付くこと、人種と政党支持には相関関係があることを示せばよいので
あるから、これは容易に満たすことができる要件である3"。そもそも投票行
肋と人種の相関関係がある程度認められる地域でなければ、投票権法5条の
適用はなく従って司法省の関与もないからである。また、この相関関係が認
められれば、厳格審査は適用されなくなる。今後、人種を意識した区割りが
34()JohnH.Ely,Co"/b""dedbyCromartie:AノセR""/SrereoW7esⅣowAccepmbjeAcrossr/ig
Boα'dorO"〃Whe"t/Sedi"S""o"QfRz"is""Ge"ymα"deKF?,56U.MiamiL.Rev.
489,491（2002）（州は、違憲判決を回避するためにマイノリテイの比率が50パー セン
ト未満になるよう拘ったことを指摘)．
3{llKravetzはこの可能性として、立法者が区割りを｢極めて詳細で慎重な管理(microman-
agement)」の下で行ったことが証明された場合をあげる。すなわち選挙区の形が人種
の線に沿っていびつである場合や、国勢調査のデータをより細かなレベルで利用して
いる場合、その選挙区は違憲とされる可能性があると指摘する。RobertFKravetz,Re-
centDecision:Easleyv.Cromartie,40Duq.L.Rev.561,588-89(2002).
3(12See77zeSMp7emeCo"砿2000形"",115Harv.L.Rev､386,394-95(2001).
343Kravetz,sI4pranote341,at587-88.SeeMichelleE.O'ConnolzRatcliff,Note,CoIo地""d
Redis"ic""g:R"ciaﾉProxies""SoMio"rorﾉzECo""'sI/bri"8Rig/2"Q"α"｡α〃,29Hast-
ingsConst.L.Q.61,83-85(2000)(Cromartiel判決に関して、最高裁が、人種の代用
として投票行動という指標を用いることによって厳格審査の適用を回避したことを評
価)．
344WzeS"p花畑eCo"砿20007rm,s"pzznote343,at393-94.
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違憲と判示される可能性は相当に減少したと見るべきであろう。
このような結果をもたらす本件はどのように評価できるだろうか。素朴に
マイノリテイ系議員の増加をめざす立場では34,、CromartieI、Ⅱ判決は歓
迎されよう。この種の訴訟を提起するのが白人有権者であったことを考える
と、本判決は黒人側の勝利とも言える。また、マイノリテイ多数選挙区の作
成をアファーマテイヴ・アクシヨンの一形態と見なす場合も、本判決は前進
と評価できる。Karlanの指摘を待つまでもなく、90年代半ば以降、人種割
当を伴う露骨な形態のアファーマテイヴ・アクションは、厳格審査を適用さ
れて違憲とされてきた。90年代の選挙区割りの事例は、影を潜めていたア
ファーマテイヴ・アクションの、いわば代理戦争とも言うべき性格を持っ
た346｡Cromartiel判決､そしてその流れを受けたCromartien判決はともに、
アフアーマテイヴ・アクションに対する批判に一矢報いた形となった。
ではアファーマテイヴ・アクションに批判的であった共和党は本判決を批
判しているかというとそうではない。政党の評価については本稿の冒頭で見
345もっとも、マイノリテイ代表を増加させることの重要性を認めた上で、それでもマ
イノリテイ多数選挙区に反対する立場もある。例えば、一見するとリベラルに分類さ
れる論者の1人であるGuinierは、マイノリテイ多数選挙区について、マイノリテイ
の候補者を人口に占める割合に応じて当選させても、議会内においてはその人種は依
然としてマイノリティであり、有権者レベルの差別を議会内で再生産するものにすぎ
ないとして、救済としての小選挙区制度に反対している。Guinier,s"pranotel7,at135.
346PamelaS.Karlan,Lecture,Easi"gr/'e"r伽g:S"icrScr""yq"Airm"iveAc"〃城27
"zERedis"ic""gCases,43Wm.&MaryL.Rev.1569,1572-73(2002).SeeGirardeauA.
Spann,TheLawofAffirmativeActionl55(2000)(投票権法や、マイノリテイ多数選挙
区に関する訴訟がアファーマテイヴ・アクション法学の中心的位置を占めるようにな
り、その判例の多くが、マイノリティに不利なものとなっていることを指摘する）；
DariaRoithmayr,DjだαMe""res:A"A"er"α"veFb'γ〃qfA伽"’α"veAc"o",7Mich.J.
Race&L.1,24-27(2001)(ある人種を優遇するのではなく、人種差別の犠牲者を優遇
するという形をとることによって、アファーマテイヴ・アクションが厳格審査を回避
することが可能になると主張するこの論文は、マイノ1ノテイ多数選挙区を民主党優位
の選挙区と特徴づけて合憲としたことを評価する)．
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たとおりである347．民主、共和の両党が本判決を歓迎している。共和党は、
マイノリテイ多数選挙区の作成を積極的に推進してきた。これは、マイノリ
テイ多数選挙区では議席を失うが、残りの選挙区で勝利を収めるという「小
さく負けて大きく勝つ」という戦略である。一方民主党にとっては、マイノ
リテイを優遇する性格を持った州の区割りが合憲とされたこと自体、大きな
前進である。加えて、本件で問題となった選挙区はマイノリテイの比率が47
パーセントにとどまっている。今後、司法省がマイノリテイ比率を過半数以
上にするよう要求しなくなれば、他の選挙区に民主党支持が見込まれる有権
者を配分することが可能である。本判決は、人種バランスへの配盧の要請を
緩和する方向を示唆し、一方で、政治的目的の下で人種指標をより利用しや
すくしている。あとは政治の問題という訳である。区割り作成の任務を負う
州にとっても歓迎すべき判決ということになる348O
しかし、本判決によって実際に影響を受ける当事者間で大きな批判がなく
とも、Shawl判決以来8年間にわたって行われてきた論争に一応の決着を
つけたことは、少なくとも投票権法学に関わってきた論者の間では重要であ
347本稿2頁以下。
348本件に対する批判的な面がないわけではない。本稿29ページで指摘したように、議
会に裁量権を持たせるというのは人種的マイノリテイには諸刃の剣である。議会が熟
盧の末にマイノリテイ多数選挙区を「作成しない」と決定する場合があり得るからで
ある。この懸念を例証するものとしてCanov.Davis,211FSupp.2dl208(C.D.Cal.
2002),Wd,71U.S.L.W3470(2003)が現れたことをここでは注記しておきたい。また
ある論者は、本件がマイノリテイは同様に考え同様の利益を持つという前提に立って
いることを指摘し、本件の結果、人種以外の社会、宗教、政治活動など無限の下部カ
テゴリに対しても人種と同様の保護を与え、比例代表制を実現しなければなければな
らないのか、と疑問を提起する。CharlesG.WaITen,Casenote,乃wf"riPmpor"o"αJRep-
"se"""o"?:7yleS"q"geBe雌"owsq/RcIcj"/Gey･rymα"火""gα"dE9"α/Protec"o〃m
Easleyv.Cromartie,53MercerL.Rev.945,961-63(2002).しかしこの懸念はそれほど
現実的なものではない。人種に関しては投票権法において比例代表を禁じる趣旨の規
定が置かれており(2条(b)項)、それ以外のグループにどの程度の保護を与えるかは、
多少の制約はあるが、政治の世界で決定可能だからである。
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る。そしてその突然の決着は、全く新しい法理によってつけられたのではな
く、従来からしばしば主張されてきた「代用としての人種」理論によるもの
だった34，．本判決は相当に驚きをもって迎えられたし、突然の方針の転換が
批判されたのもまた事実であった3500以下では、章を改めて、本判決が論者
の問でなされた8年間の論争に対して持つ意味をまとめたいと思う。
第7章90年代の人種的ケリマンダリング訴訟の展開
本稿では、90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟を、最高裁判決を中心
に検討してきた｡90年代という時代区分を設定したのは、1986年にGingles
判決が下されて以来、いよいよ投票権侵害や投票力の希釈に対する救済の問
題が重要になったからである弱lO一方この時期には、アファーマテイヴ．ア
クシヨンに関する訴訟において、審査基準が厳格化されるなど、マイノリテ
イに不利な判決が相次いだ｡Shaw型判決は市民の最も基本的な権利である
投票権について、アファーマテイヴ・アクションの文脈での論争を提起し
た3520
349そこでWarrenは、州が「代用としての人種」という抗弁が使えるには、常に95パー
セント以上という高度な相関関係が必要なのかどうかについて最高裁が沈黙している
ことを批判し、他方で、州への謙譲を口にしながら、実際には地裁の事実認定を詳細
に再評価しなければならなくなることの警戒感を述べる(at963-64)｡80パー セント前
後の相関関係でも州が抗弁として利用できる場合に、白人多数選挙区を訴えるマイノ
リテイ有権者は、相当に困難な証明を課されることになろう。
35Oこの驚きを最も率直に表したのはElyであろう。本判決を、Shaw型判決が一貫して
批判してきた区割りにおける人種的ステレオタイプの利用と政治的ゲリマンダリング
を承認する結果となるとして、むしろ正面からマイノリテイ多数選挙区の合憲性を認
めるべきだったと述べる。Ely,s"pmnote340,at505.SeezzIsoTｿzES"p花meCo"",2000
Ttrwz,s"pranote342,at395-96(判例変更をする場合は明示的に行うべきで、本件のよ
うに証拠の問題として処理するべきではなかった、と主張)．
351Gelfand,s"pmnote28.
352SeeLassiteEs"prqnotel51.ただし、Shaw型判決をアファー マテイヴ・アクション
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ShawI判決では、人種を意識した選挙区割りは投票力の希釈ではなく人
極の分離であり、それは修正'4条の訴えの対象になり、厳格審査の対象と
なる、と判示した。この時点では、選挙区の形が重要な問題として扱われた
が、後にMiller判決において、厳格審査を行うかどうかは、人種が最重要の
"準として用いられたのかどうか、と説明された｡Miller判決に沿って､Shaw
Ⅱ判決では、選挙区の形が人種以外では説明が付かない場合は厳格審査が適
lllされるとし、厳格審査に適わなかったと判示された。
一方注意を要するのがBushv.Vera判決である。この判決では、Miller判
決に沿って当該選挙区に厳格審査を適用するかどうかが問われた。そして人
伽が政党支持の代用として用いられた場合は厳格審査が行われるとして、結
論として問題となった全ての選挙区を違憲と判示した353｡CromartieⅡ判決
では、人種が代用とされているとしながらも、最高裁は厳格審査の利用を検
討するまでもなく、区割りにおける人種の利用を合憲としている。この立場
はCrornartieⅡ判決で反対意見を述べた判事も同様である。特に法廷意見
は､自らの結論を、議会の記録から人種が最重要であったのかどうかという
､ll断に基づかせているにもかかわらず、意見の最後には今後の訴訟に向けて
の一般論を述べている354．その中に、従来問題とされてきた、人種が最重要
の笙準であるのかどうか、あるいは厳格審査が適用されるのか、適用される
としてそれに適う非常に重要な利益は何か、という議論は含まれていない。
そこで結局CromartieⅡ判決の判示事項は何かという問題が生じるのであ
る帳鼠。以下に若干の私論を展開して、90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟
とは異なるとする理解も一部にある。Grofman,s"pmnote83,atl246-47は、Shaw型
判決ではマイノリティ有権者の訴えが白人有権者より重視されていることにはなら
ず、誰も権利を侵害されていないとして、アファーマテイヴ・アクションとは異なる
という立場に立つ。
Bushv・Vera,517U.S.at969(pluralityopinion).
Easleyv.Cromartie,532U､S・at258．
SeeKatharinel.Butler,Redis"ic""gj〃α"sI-ShawErzI:Smα〃T>でα"seAccoﾉ"pα"jedby
????????、??
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の一つの理解としておきたい。
Shawl判決の厳密な意味での判示事項は、マイノリテイ多数選挙区には
厳格審査が可能である、ということであるから、少なくとも表向きは、Crom-
artieⅡ判決の影響は受けない。人種が最重要の基準であると言うことになれ
ば、Miller判決、ShawⅡ判決に従い厳格審査が行われるだろう。もっとも
最重要であったのかという判断はかなりの部分が証拠に依拠してなされる。
従ってCromartiel判決の場合と同様、CromartieⅡ判決の判示事項は、証拠
から見て、人種が最重要の基準であるとは断定できないということである。
下級審に対しては、この判示事項は、訴訟法上の問題に過ぎず目新しいもの
でもない。また判決の最後の一般論は傍論と見ることができよう。
にもかかわらずこの傍論は、潜在的には、Shawl判決以降、延々と続け
てきた議論を相当に無に帰するものとも言える。Shawl判決では、原審の
段階から、当該区割りが現職保護などの政治的理由で作成されたという主張
がなされていた弱6．ある区割りが政治的な理由で作られたのか、あるいは人
種的な理由で作られたのかは、そもそも明確な基準で決せられない。また
Cromartiel判決以降では、Shaw型判決で原告適格を与える際の根拠となっ
た人種的ステレオタイプ自体が疑わしいものとされた357。そして最も人種的
ステレオタイプを強化すると思われる本件が、「政治的理由で」合憲とされ
た"8．今後は、州が、政治的な口実を利用できる場合は、ほとんど合憲の判
断が下されることなると思われる。
この結論を別の観点から支持するものとしては、本稿が扱ったAbrams判
決とLawyer判決がある。この両判決において、裁判所は、司法省が区割り
Dis"ic""gG"ide""es/brLegis/"oKs,L"igα"画,α"dCoMrrs,36U.Rich.L.Rev.137,216-
17(2002).
356Sees"pranote83.
357Huntv.Cromartie,526U.S.at550-51(白人の場合、政党支持と実際の投票行動は一致
しないことがあることを指摘)．
358SeeEasleyv.Cromartie,532U.S.at245.
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に過剰に関与することに一貫して反対してきたし、裁判所自身の関与も控え
めであったと言うことができる。Abrams判決でさえ、州内で問題なく区割
りがなされていれば、連邦裁判所の関与はなかったであろう。Lawyer判決
においてScalia判事が述べたように、連邦裁判所の関与は、最後の手段であ
り区割りの責任は州にあるのである3"･州内で問題をうまく処理できれば、
敗判所は、特に連邦の裁判所はあえて介入する必要はない3"。
また、Abrams判決とLawyer判決は、一見すると、区割り権限に関する裁
判所と州の争いという構図が浮かび上がるが、どちらも、実質的には州側を
支持していることに注意しなければならない。Abrams判決では、州は地裁
が作成した区割り案を支持しており、最高裁もこれを認めた。また、Lawyer
WI決においても、訴訟当事者間で合意された和解案が採用されているのであ
る。この両判決は、州議会と裁判所との関係において、州議会の優位を示し
た”州議会を、司法省と連邦裁判所との板挟みから解放したCromartiel，
H判決はこの流れを汲むものと理解できる。
マイノリテイ多数選挙区の作成を勧めたのは連邦司法省であり、裁判所
は、区割りにおける州議会の優位の観点から、司法省の方針を拒否し続けて
きた。これは連邦制度や形式主義という観点からの説明が可能ではないかと
碁･えられる。最高裁は、司法省の圧力によるものではなく、州が自発的に作
成したり、訴訟当事者間で合意のある場合にはマイノリテイ多数選挙区を認
めている36'。逆に、事前承認制度を用いて、マイノリテイ多数選挙区を作成
359Lawyerv.DepartmentofJustice,521U.S.at587(Scalia,J.,dissenting).
36()SeeGrowev.Emison,507U.S.25(1993)(連邦裁判所が区割りに関与できるのは、州
議会や州裁判所が適切な行動をとらない場合に限定されると判示);Winovichv.Quil-
"lcL507U.S.146(1993)(連邦法違反の判示がない時点で州がマイノリテイ多数選挙区
を作成したとしても、州の判断として尊重すべきと判示)．
361SeeKingv.StateBoardofElections,979ESupp.619(N.D.Ill.1997),"d,522U.S.
!()87(1998);DeWittv.Wilson,856FSupp.1409(E.D.Cal.1994),"'d,515U.S.1170
(1995)(summaryaffirmance).
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するよう求める司法省の態度に対して、最高裁は、事前承認を拒否できるの
は非退行原理に違反する場合であると述べた362．最高裁は、司法長官が区割
りの問題に関与できる条件を示す（＝形式主義による要請）ことによって、
区割りを行うという、本来州に任されている領域に踏み込まないようにした
（＝連邦制度による要請）と考えられる。
おわりに
本稿は､90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟を検討した｡1993年のShaw
lにおける違憲判決から始まった一連の訴訟は、2001年のCromartieⅡ判決
により、93年当時から言われていた「区割りは人種的とも政治的とも言え
る」という理由により、合憲とされた。この間に、様々な議論がなされたが、
合憲、あるいは違憲の根拠は明確にならないまま、出発点に戻って結論のみ
が変更になった。この最高裁の転身には様々な説明があるだろう。具体的に
は、CromartieⅡ判決における0℃onnor判事の立場の変更が重要になる。し
かしこの変更を、O'Connor判事が単純に、保守からリベラルへと立場を変
更したものと見るのは不正確であろう363.またO'Connor判事は､一連のShaw
型判決で、常に保守派ブロック(Rehnquist首席判事、Scalia、Kennedy、Tho-
mas各判事）と行動を共にしてきた。にもかかわらず結論においては、司法
省の過度の介入を拒否する、あるいは区割りにおける州の判断を尊重すると
いう意味で、州権重視の立場を取っていると思われる。これをいわゆる連邦
主義と呼ぶかどうかは議論の余地がある。Rehnquist首席判事が標椿する連
362See,e.g.,Millerv.Johnson,515U､S､at926.
363SeeLowenstein,@F"pranote281,at833-35(そもそも保守とリベラルの間で対立しうる
のは、機会の平等か結果の平等かという面だけであって、州の区割り方針に口を挟ま
ないという意味での司法の自己抑制と、連邦政府が区割りという州の権限に介入しな
いという意味での州の自律性の尊重については、両者の間に共了解があり得るとす
る)．
郷
合衆国における90年代の人種的ゲリマンダリング訴訟の展開（二．完）
ﾉﾐ|庄義という枠組みで、マイノリテイ多数選挙区をめ〈､る一連の判決がどの
程度説明可能なのか3"・連邦と州という二重の統治機構をもつ合衆国におい
ては常につきまとう問題であるが、人種差別の救済の問題とは、性質を異に
する問題である。別稿において検討したいと思う。
36tISeeRuthColkerandKevinM.Scott,Essay,Diss加gSr"es?:I"vα"ぬ"o"qfS"reAc"o"
D"""gr/ieReh"9"isrEra,88Va.L.Rev.1301(2002)(連邦主義には複数の理解の仕方が
あり、単に連邦主義というよりかはイデオロギーの方が判事の投票行動を説明できる
場面があるとする)．
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